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小樽築港駅前バス停の移設要望について
１．これまでの経過について

◎平成26年8月に山側のバス停を現在地へ移設して以来、

バス停が駅から遠いとの声が多数寄せられていた。

◎本バス停は、鉄道とバスの交通結節点に位置し、よ

りスムーズな乗換環境が望まれている。

◇市では、本バス停の移設を小樽市地域公共交通網形成

計画に基づく公共交通の利便性向上策と位置付け、これ

まで関係機関と様々な検討を行ってきた。

２．令和４年度の活動について

～令和４年６月

市で築港駅前バス停利用者の移動動向、歩道橋利用

者数、築港駅前交差点の交通量を調査。

この間、交通量調査結果を解析

令和４年１１月～

小樽開発建設部・市と北海道警察とで協議。

協議の中で・・・

・築港駅前交差点に設置されている歩行者用信号機は、

市道から国道への自動車の合流に一定の役割を果たし

ているのではないか、との見解が出される。

⇒ 現信号機付横断歩道の移設は難しい。

・一方、安全面から歩道橋撤去には信号機付横断歩道

の設置が必要であり、歩道橋撤去跡に新たな信号機付

横断歩道を設置することが望ましい。

・信号機については、新設のほか、他所から移設する

ことも視野に検討を進める必要がある。

・そのため、現在は歩道橋撤去跡への信号機付き横断

歩道設置の可否などについて、小樽開発建設部、北海

道警察、市で協議を継続中。

① 小樽駅方面のバス停は、既設横断歩道橋を撤去し設置（新設）する。

② 横断歩道を現在の札幌方面のバス停箇所に移設し、札幌方面の

バス停を札幌側に移設する。

③ 市道から国道に合流する車両対策を検討する。

バス停新設案（令和４年３月時点）
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③ ①

②横断歩道・
バス停移設

①

令和４年度の協議経過により、歩道橋撤去跡への信号機付き横断歩道
の設置について可能性を検討中。

歩道橋撤去後に
横断歩道を設置
可能か検討
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小樽市公共交通事業者等支援金（第４弾）のお知らせ

支給額

コロナ禍に加え、燃料費高騰による運行経費の増加により、更なる経営困難に直
面している交通事業者等に支援金を支給し、事業の継続を支援します。

申請期間・方法

（基本額） ・法人→登録する事業用車両２台以上10万円、１台は5万円

・個人→5万円

（加算額） ・バ ス →１台につき５万円

・タクシー→１台につき１万円
※令和4年7月１日時点で市内の本社又は営業所等における登録車両台数

※加算額は、登録する事業用車両が２台以上の法人にのみ加算します。

対象

次の要件に該当し、今後も営業を継続する意思のある交通事業者

◆申請書・・・・・小樽市ホームページからダウンロードすることができます。

◆添付書類・・・申請書のほか、対象要件を満たすことが確認できる書類と通帳の写しが必要です。

・ 振込先通帳の写し（表紙の裏面の見開き）

※銀行名、支店名、口座種別（普通又は当座）、口座番号、口座名義人カナの記載事項を確認できるページ

・ 事業の許可を証明する書類の写し

提出先・問合せ先 （郵送での提出にご協力ください）

【申請期間】 令和４年７月１１日（月）～８月１５日（月）

【申請方法】 原則、郵送により提出願います。

※感染拡大防止の観点から、混雑による人の密集を避けるため、ご協力をお願いします。

申請書類

下記のいずれかの事業者
・道路運送法第4条の許可を受け、次のア～ウに掲げるいずれかの事業を営み、令和4年7月1
日現在、小樽市内に本社又は営業所等を置く法人又は個人事業主
ア 一般乗合旅客自動車運送事業
イ 一般貸切旅客自動車運送事業
ウ 一般乗用旅客自動車運送事業（ただし、福祉輸送事業限定の事業者においては、訪問介
護に附帯する移送サービスを行う事業者又は居宅介護若しくは重度訪問介護に附帯する移送
サービスを行う事業者を除く。）

※これまでの小樽市公共交通事業者等支援金（第１弾～第３弾）は「売上げの減少」を支給要件
としていましたが、今回の支援金では「売上げの減少」を支給要件とはしていません。

〒047-0024 小樽市花園5丁目10番1号 ※令和３年５月１７日から庁舎が

小樽市建設部 新幹線・まちづくり推進室 旧東山中学校に移転しました。

電話0134-32-4111 内線7480

✉ matizukuri@city.otaru.lg.jp （裏面もご覧ください）
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支給要件等について

▶市内で複数の事業を営む事業者や複数の営業所を持つ事業者の場合

⇒ 支援金は事業者単位での支給を行うことから、市内で複数の事業を営む場合や複数の営業所
を持つ場合も、１事業者で１通の申請書を作成ください。なお、登録車両については、合算し
て申請します。

例）１事業者で路線バス（３０台）と貸切バス（１０台）を経営、いずれの事業も該当
する場合。

→ 基本額は１回のみ適用。加算額は両事業の合算となる。

基本額（10万円）と加算額（5万円×40台＝200万円）で、合計210万円となります。

▶福祉輸送事業限定の事業者の場合

⇒訪問介護に附帯する移送サービスを行う事業者又は居宅介護若しくは重度訪問介護に附帯す
る移送サービスを行う事業者は、本支援金では対象外となります。

▶登録台数を証明する書類は必要？

⇒市から運輸局へ照会しますので、必要ありません。また、7月１日現在の登録台数が分からな
い場合は、市へお問合せください。

▶新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に休業している場合

⇒ 新型コロナウイルス感染症の影響により休業している場合も、今後営業を再開する意思があ
れば対象です。

▶廃業している場合

⇒対象外となります。

▶支援金の使途の制限について

⇒特に制限はありません。

▶これまでの支援金のように前年（前々年）同月との売上げの比較は行わないのか？

⇒今回の交通事業者に対する支援金は、燃料費高騰により運行経費（支出）が増加している交
通事業者に対して、事業の継続に向けた支援を行うことが目的ですので、売上げ（収入）の比
較は行いません。

その他

▶ 申請から支援金支給まで

⇒ 申請書受理後、書類審査を行い、支給決定兼支給額確定通知書又は不支給決定通知書を申請

者に送付します。支給決定された場合は、申請受理後14日程度（土曜、日曜及び祝日を除

く。）で支援金を支給します（口座振込）。

▶ 市の事業継続緊急支援金との併給は可能か？

⇒併給可能です。

※産業港湾部産業振興課にて「事業継続緊急支援金」の事業の実施を予定しています。
実施内容、実施時期は同課へお問い合わせください。

小樽市産業港湾部産業振興課 電話0134-32-4111内線263、264




